
２．水産庁漁港漁場整備部「漁港漁場関係工事積算基準（令和5年度版）」の改定について 

次頁以降に記載の内容について適用する。 
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第1章 総則

1節 総則 ３．工事費算定通則 ３．工事費算定通則

P1-1-1 歩掛は、「漁港漁場関係工事標準歩掛」その他の参考資料をもとに各事業主体において定めたものによるも 歩掛は、「漁港漁場関係工事積算基準に示す歩掛（標準歩掛）」その他の参考資料をもとに各事業主体にお 字句修正

のとする。 いて定めたものによるものとする。

第3章
直接工事費の施工歩掛 参考資料－２ 水中人力床掘（土砂・砂レキ・岩盤） 参考資料－２ 水中人力床掘（土砂・砂レキ・岩盤）
2節 海上地盤改良工

参考資料－２ １．適用範囲 １．適用範囲

P3-2-(5) 係留施設等の水中床掘において、機械施工後の床掘や小規模の床掘を潜水士にて施工するものに適用する。 水深1ｍ以上10ｍ未満の水中床掘において、機械施工後の床掘や小規模の床掘を潜水士にて施工するものに適用 適用範囲の改定

する。
２．施工フロー

▽ Ｈ.Ｗ.Ｌ. (朔望平均満潮面)

汚濁防止枠設置・撤去（設置） 陸上部分
▽ Ｍ.Ｓ.Ｌ. (平均水面)

水 中 人 力 床 掘 ▽ Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.(平均干潮面)

▽ Ｌ.Ｗ.Ｌ. (朔望平均干潮面)
汚濁防止枠設置・撤去（撤去） 水中部分

水深
機 械 土 工 （ 土 砂 ）

現地盤

土の敷均し締固め工 床掘底面

平均干潮面（Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ.）が設定されていないところは、平均水面（Ｍ.Ｓ.Ｌ.）と朔望平均
注）本項の歩掛は、 の部分である。 干潮面（Ｌ.Ｗ.Ｌ.）との１／２を水中と陸上の境界とする。

３．代価表作成手順 ２．施工フロー

・土質区分 ①土質区分能力補正係数 汚濁防止枠設置・撤去（設置） 施工フローの改定

・施工規模 → 能 力 係 数 の 選 定 →②施工規模区分能力補正係数

・潮待ちの有無 ③潮待ち区分能力係数 水中人力床掘

„ 汚濁防止枠設置・撤去（撤去）

①土質区分能力補正係数 注）本項の歩掛は の部分である。
②施工規模区分能力補正係数 → １日当り床掘量の算定 →④１日当り床掘量
③潮待ち区分能力係数 ３．代価表作成手順

„ ・現場条件 → 施 工 区 分 の 選 定 →①施工区分（陸上、海上施工） 能力算定式改定に伴う
②１日当り作業時間(Ｔ) 代価表作成手順の改定

④１日当り床掘量 → 代 価 表 の 作 成 →・水中人力床掘
・供用係数 1日（ ｍ３）当り „

代価表
・土質区分
・施工規模 → １時間当り床掘能力の算定 →③１時間当り床掘能力(ｑ)
・施工量(Ｖ)

„

③１時間当り床掘能力(ｑ)
②１日当り作業時間(Ｔ) → １ 日 当 り 床 掘 土 量 の 算 定 →④１日当り床掘土量(Ｑ)

„

④１日当り床掘土量(Ｑ)
①施工区分 → 代 価 表 の 作 成 →・水中人力床掘
・土質区分 １日（ ｍ３）当り代価表
・供用係数
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章
直接工事費の施工歩掛 ４．施工歩掛 ４．施工歩掛
2節 海上地盤改良工 １）作業能力 １）作業能力
参考資料－２ (1) 能力算定式 (1) 能力算定式
P3-2-(6) Ｖ＝ｖi×（1.00＋Ｅ１＋Ｅ２）×Ｅ３×Ｅ４×Ｔ （小数３位四捨五入） Ｑ＝ｑ×Ｔ （小数３位四捨五入） 能力算定式の改定

Ｖ ：潜水士船１日当り床掘土量（ｍ３／日） Ｑ ：１日当り床掘土量（ｍ３／日）
ｖi：潜水士船１時間当り標準床掘能力（0.70ｍ３／ｈ） ｑ ：１時間当り床掘能力（ｍ３／ｈ）
Ｅ１：土質区分能力補正係数 Ｔ ：１日当り作業時間（陸上6ｈ／日、海上5ｈ／日）
Ｅ２：施工規模区分能力補正係数
Ｅ３：潮待ち区分能力係数 (2) １時間当り床掘能力ｑ
Ｅ４：水深区分能力係数（0.94）
Ｔ ：潜水士船１日当り運転時間（6.0ｈ／日） 土質区分 施工規模 １時間当り床掘能力ｑ（ｍ３／ｈ） 摘 要

(2) 能力係数等 20ｍ３未満 0.007×Ｖ＋0.49 普通土砂：粘土質系土
砂、砂質系土砂、レキ混

係 数 区 分 補正係数 摘 要 普通土砂 20～100ｍ３未満 0.002×Ｖ＋0.59 り土砂

土 質 砂質土砂・ﾚｷ混り土砂 0.00 100ｍ３以上 0.79 Ｖ：施工量（ｍ３）
Ｅ１

区 分 岩 盤・玉 石 －0.40 80ｍ３未満 0.005×Ｖ＋0.14 算定式から求まるｑは小
岩盤・玉石 数４位四捨五入とする。

20ｍ３未満 －0.30 80ｍ３以上 0.54
施工規模

20～ 50ｍ３ 〃 －0.10
Ｅ２ ２）代価表

50～100ｍ３ 〃 0.00 (1) 水中人力床掘 １日（ ｍ３）当り
区 分

100ｍ３以上 0.10 数 量 施工区分（陸上、海
上）の追加

潮 待 ち 潮 待 ち 部 以 外 1.00 陸 上 海 上
Ｅ３ 名 称 形 状 寸 法 単位 摘 要 雑材料率の追加

区 分 潮 待 ち 部 0.70 普通 岩盤 普通 岩盤
・ ・ 注意書きの改定

土砂 玉石 土砂 玉石
２）代価表

(1) 水中人力床掘 １日（ ｍ３）当り 潜 水 士 船 運転 Ｄ180PS型 3～5t吊 日 － 1 就業8Ｈ

数 量 さ く 岩 機 ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏ 〃 － 1 － 1

名 称 形 状 寸 法 単位 砂 質 ﾚｷ混り土砂 摘 要 空 気 圧 縮 機 5ｍ３／min 〃 1 － 陸上

土 砂 岩盤･玉石 〃 〃 〃 － 1 海上

潜 水 士 船 運転 Ｄ180PS型 3～5t吊 日 1 就業8Ｈ 潜 水 士 人 1 －

さ く 岩 機 ﾋﾟｯｸﾊﾝﾏ 7.5kg 〃 － 1 潜 水 連 絡 員 〃 1 －

空 気 圧 縮 機 5ｍ３／min 〃 － 1 潜 水 送 気 員 〃 1 －

小型うず巻ﾎﾟﾝﾌﾟ 自吸式片吸込形150mm 〃 1 普 通 作 業 員 〃 1 1

普 通 作 業 員 人 1 雑 材 料 ％ 3.0 0.5 上記計の％

雑 材 料 注）1.陸上施工とは、既設構造物等を基地として作業できる場合。海上施工とは、既設構造物等を基地
として作業できない場合とする。

注）1.さく岩機、小型うず巻ポンプ、空気圧縮機については、現場条件により大型規格を 2.雑材料には、エアリフトに使用するホース類、陸上施工における潜水士用空気圧縮機の費用を含む。
計上することができる。 3.エアリフトによる床掘土の施工範囲外への移動（15ｍ程度）を含むが、揚土作業は含まない。

2.運搬捨土作業は含まない。
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章

直接工事費の施工歩掛 参考資料－３ 張りブロック工 参考資料－３ 張りブロック工

4節 本体工

4.2 ブロック式 １．適用範囲 １．適用範囲

参考資料－３ 本項は、船揚場の張りブロックの製作、転置、運搬、据付・仮置を行う工事に適用する。 本項は、船揚場の張りブロックの製作、転置、運搬、据付・仮置を行う工事に適用する。

P3-4.2-(4)

２．張りブロック製作 ２．張りブロック製作

「４節 本体工、 ４．２ ブロック式、 ２．本体ブロック製作工」を適用する。 「４節 本体工、 ４．２ ブロック式、 ２．本体ブロック製作工」を適用する。

３．張りブロック据付 ３．張りブロック据付

張りブロック据付に含まれる代価表は、下表のとおりである。 張りブロック据付に含まれる代価表は、下表のとおりである。

種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 積 算 要 素(ﾚﾍﾞﾙ6) 種別(ﾚﾍﾞﾙ3) 細別(ﾚﾍﾞﾙ4) 積 算 要 素(ﾚﾍﾞﾙ6)

張りﾌﾞﾛｯｸ工 張りﾌﾞﾛｯｸ据付 張りブロック転置 張りブロック転置 １日（ 個）当り 張りﾌﾞﾛｯｸ工 張りﾌﾞﾛｯｸ据付 張りブロック転置 張りブロック転置 １日（ 個）当り 張りブロック据付（１

張りブロック横持ち 張りブロック横持ち １日（ 個）当り 張りブロック据付 張りブロック据付 スイング）の追加

張りﾌﾞﾛｯｸ運搬据付 張りブロック運搬据付・仮置 （１スイング） （１スイング） １日（ 個）当り

（陸上連携方式) （陸上連携方式) １日（ 個）当り 張りブロック横持ち 張りブロック横持ち １日（ 個）当り

張りﾌﾞﾛｯｸ運搬据付 張りブロック運搬据付・仮置 張りﾌﾞﾛｯｸ運搬据付 張りブロック運搬据付・仮置

（海上一連方式） （海上一連方式） １日（ 個）当り （陸上連携方式) （陸上連携方式) １日（ 個）当り

張りﾌﾞﾛｯｸ運搬据付 張りブロック運搬据付・仮置

３－１ 施工方法 （海上一連方式） （海上一連方式） １日（ 個）当り

３－１－１ 施工方式の概念図

３－１ 施工方法

３－１－１ 施工方式の概念図陸
　
　
上

海
　
　
上

横
　
持
　
ち
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上
連
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方
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海
上
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方
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章 ３－１－２ 施工方式と適用範囲 ３－１－２ 施工方式と適用範囲

直接工事費の施工歩掛

4節 本体工 施 工 方 式 施 工 概 要 適 用 範 囲 施 工 方 式 施 工 概 要 適 用 範 囲

4.2 ブロック式 張りブロック転置 クレーン類で張りブロックを吊上げ、概ね 据付済の張りブロックを移 張りブロック転置 クレーン類で張りブロックを吊上げ、１ス 据付済の張りブロックを移

参考資料－３ １スイング内に移動する方法 動する場合、｢撤去｣とする イング内に移動する方法 動する場合、｢撤去｣とする

P3-4.2-(5) 張 張りブロック 短い距離をクレーン類を使って張りブロッ 製作ヤード内等の移動で、 張 り ブ ロ ッ ク クレーン類で、張りブロックを吊上げ、１ 張りブロック据付（１

り 横 持 ち クを小運搬する方法 かつ運搬距離が50ｍ未満の 張 据 付 スイング内で据付する方法 スイング）の追加

ブ 場合 り （１スイング）

ロ 張りブロック 陸上クレーンでトレーラ等に張りブロック ブ 張 り ブ ロ ッ ク 短い距離をクレーン類を使って張りブロッ 製作ヤード内等の移動で、

ッ 運搬据付 を積込、運搬し、陸上クレーンで据付(仮 ロ 横 持 ち クを小運搬する方法 かつ運搬距離が50ｍ未満の

ク (陸上連携方式) 置)する方法 ッ 場合

運 張りブロック 積出施設に仮置された張りブロックをクレ ク 張 り ブ ロ ッ ク 陸上クレーンでトレーラ等に張りブロック

搬 運搬据付 ーン付き台船で積込、運搬し、据付(仮置) 運 運 搬 据 付 を積込、運搬し、陸上クレーンで据付(仮

据 (海上一連方式) する方法 搬 (陸上連携方式) 置)する方法

付 据 張 り ブ ロ ッ ク 積出施設に仮置された張りブロックを起重

付 運 搬 据 付 機船等のクレーンで積込、運搬し、据付(仮

３－２ 施工フロー (海上一連方式) 置)する方法

仮設（仮置ヤード造成・整備）

３－２ 施工フロー

運搬（クレーン運搬・組立）

仮設（仮置ヤード造成・整備）

張りブロック 張りブロック

運 搬 据 付 転 置 運搬（クレーン運搬・組立）

陸 張 り ブ ロ ッ ク 横 持 ち 張りブロック転置（陸上） 張りブロック 張りブロック

上 運 搬 据 付 転 置

作

業 張りブロック横持ち 張りブロック転置（陸上）

張りブロック運搬据付 陸

（ 陸 上 連 携 方 式 ） 上

作

回航・えい航（起重機船） 業 張りブロック据付 張りブロック運搬据付

（陸上） （陸上連携方式）

海

上 張りブロック運搬据付 張りブロック転置（海上） 回 航 ・ え い 航 （ 起 重 機 船 ）

作 （ 海 上 一 連 方 式 ）

業 海

上 張りブロック据付 張りブロック運搬据付 張りブロック転置（海上）

回 航 ・ え い 航 （ 起 重 機 船 ） 作 （海上） （海上一連方式）

業

運搬（クレーン分解・運搬） 注）本項の歩掛は、

の部分である。 回 航 ・ え い 航 （ 起 重 機 船 ）

仮設（仮置ヤード復旧・整備）

運搬（クレーン分解・運搬） 注）本項の歩掛は、

３－３ 作業船・機械の組合せ の部分である。

３－３－１ 陸上作業 仮設（仮置ヤード復旧・整備）

転置､運搬､据付 (陸上連携方式)､横持ち ３－３ 作業船・機械の組合せ 作業船・機械組合せの

ブロック質量 ３－３－１ 陸上作業 改定

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ ﾄﾗｯｸまたはﾄﾚｰﾗ 「４節 本体工、４．２ ブロック式、３．本体ブロック据付工、３－１－４ 作業船・機械の組合せ、３－

１－４－１ 陸上作業」を適用する。

4.5t以下 (油) 25 t吊 11t積

３－３－２ 海上作業

4.5t超え7.5t〃 (〃) 25 〃 15 〃 「４節 本体工、４．２ ブロック式、３．本体ブロック据付工、３－１－４ 作業船・機械の組合せ、３－

１－４－２ 海上作業」を適用する。

7.5t〃12.5t〃 (〃) 35 〃 15 〃

３－４ 水中と陸上の工事区分

注）現場条件により大型規格のものを使用することができる。 「４節 本体工、４．２ ブロック式、３．本体ブロック据付工、３－１－５ 水中と陸上の工事区分」を

適用する。
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章 ３－３－２ 海上作業
直接工事費の施工歩掛
4節 本体工 転置､運搬､据付 (海上一連方式)
4.2 ブロック式 ブロック質量
参考資料－３ ｸﾚｰﾝ付台船 引 船
P3-4.2-(5)

4.5t以下 45～50t吊 鋼Ｄ450PS型

4.5t超え7.5t〃 80 〃 〃 500 〃

7.5t〃12.5t〃 100 〃 〃 550 〃

注）現場条件により大型規格のものを使用することができる。

３－４ 水中と陸上の工事区分
「４節 本体工、４．２ ブロック式、３．本体ブロック据付工、３－１－５ 水中と陸上の工事区分」を

適用する。

第3章 ３－５ 張りブロック転置 ３－５ 張りブロック転置
直接工事費の施工歩掛 ３－５－１ 代価表作成手順 代価表作成手順の追加
4節 本体工
4.2 ブロック式 ・施工場所 → 施 工 区 分 の 選 定 →①施工区分
参考資料－３ (陸上、海上施工)
P3-4.2-(6)

„

・張りブロック質量
①施工区分 → ク レ ー ン の 決 定 →②クレーン類の種類・規格
・現場条件 ③(標準)運転時間

„

②起重機船等の船種・規格→ 引 船 規 格 の 決 定 →④引船の規格

„

①施工区分 ⑤能力係数(転置)
・張りブロック質量 作業種類能力係数(E１)
・ウインチ移動の有無 → 能 力 係 数 の 選 定 → ブロック種類能力係数(E２)

施工区分能力係数(E３)
ブロック質量能力係数(E４)
ｳｲﾝﾁ移動能力係数(E５)

„

⑤能力係数(転置) → １個当り転置時間算定 →⑥１個当り転置時間(Cm１)

„

⑥１個当り転置時間(Cm１)
③クレーン類の → 転 置 個 数 の 算 定 →⑦１日当り施工量(Ｎ)

(標準)運転時間

„

・水中、陸上工事区分 → 労 務 編 成 の 選 択 →⑧労務編成

„

⑦１日当り施工量(Ｎ)
①施工区分 → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック転置
②クレーン類の種類･規格 １日( 個)当り代価表
④引船の規格
⑧労務編成
・供用係数
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章

直接工事費の施工歩掛

4節 本体工 ３－５－１ 施工歩掛 ３－５－２ 施工歩掛 番号の繰り下げ

4.2 ブロック式 １）作業能力 １）作業能力

参考資料－３ (1)転置能力算定式 (1) 転置能力算定式 標準作業時間、能力係

P3-4.2-(6) 60 60 数の改定
Ｎ＝ ×Ｔ （小数１位四捨五入） Ｎ＝ ×Ｔ （小数１位四捨五入）

Cm１ Cm１

Ｎ ：１日当り施工量(個／日) Ｎ ：１日当り施工量(個／日)

Cm１：１個当り転置時間(分／個) Cm１：１個当り転置時間(分／個)

Ｔ ：陸上クレーン標準運転時間(h/日)または起重機船等の運転時間(6h/日) Ｔ ：陸上クレーン標準運転時間(h／日)または起重機船等の運転時間(6h／日)

Cm１ ＝ bｉ×E１×E２×E３×E４×E５ (小数２位四捨五入) Cm１ ＝ bｉ×E１×E２×E３×E４×E５ (小数２位四捨五入)

bｉ ：標準作業時間(10分) bｉ ：標準作業時間(8.5分)

E１ ：作業種類能力係数 E１ ：作業種類能力係数

E２ ：ブロック種類能力係数 E２ ：ブロック種類能力係数

E３ ：施工区分能力係数 E３ ：施工区分能力係数

E４ ：ブロック質量能力係数 E４ ：ブロック質量能力係数

E５ ：ウィンチ移動能力係数 E５ ：ウインチ移動能力係数

係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要

E１ 転 置 0.90 4.5t以下 0.40 E１ 転 置 0.90 4.5t以下 0.50

E２ 張ブロック 1.10 E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.55 E２ 張りブロック 1.10 E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.65

施 工 陸上 0.90 7.5～ 12.5t 〃 0.65 施 工 陸上 0.90 7.5～ 12.5t 〃 0.70
E３ E３

区 分 海上 1.00 区 分 海上 1.00

ｳ ｨ ﾝ ﾁ なし 1.00 ｳ ｲ ﾝ ﾁ なし 1.00
E５ E５

移 動 あり 1.25 移 動 あり 1.25

注）ウィンチによる移動距離は、概ね50ｍまでとする。なお、50ｍを超える場合は、 注）ウインチによる移動距離は、概ね50ｍまでとする。なお、50ｍを超える場合は、

「３－６－３ 張りブロック運搬据付(海上一連方式)」を適用する。 「本節 ３－６－４ 張りブロック運搬据付(海上一連方式)」を適用する。

第3章
直接工事費の施工歩掛
4節 本体工 ２）労務編成 ２）労務編成
4.2 ブロック式 （単位：人または日） （単位：人または日） 労務編成の改定
参考資料－３
P3-4.2-(7) 玉掛・玉外のどちら 玉掛・玉外のどちら 玉掛・玉外のどちら 玉掛・玉外のどちら 玉掛・玉外のどちら 玉掛・玉外のどちら

名 称 も陸上(水上)の場合 か水中の場合 も水中の場合 名 称
も陸上(水上)の場合 か水中の場合 も水中の場合

普 通 作 業 員 3 2 －
と び 工 1 1 －

潜 水 士 船 － 1 2
普通作業員 3 2 －

潜 水 士 船 － 1 2

３）代価表 ３）代価表
(1) 張りブロック転置 １日（ 個）当り (1) 張りブロック転置 １日（ 個）当り

数 量 数 量
名 称 形 状 寸 法 単位 摘 要 名 称 形 状 寸 法 単位 摘 要 クレーン類の機種追加

陸 上 海 上 陸 上 海 上 とび工の追加
潜水士船規格の改定

ラフテレーンクレーン (油) t吊 日 1 － 標準運転時間 ラフテレーンクレーン
または (油) t吊 日 1 － 標準運転時間

クレーン付台船 運転 t吊 〃 － 1 運6Ｈ／就8Ｈ ク ロ ー ラ ク レ ー ン

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 － 1 運2Ｈ／就8Ｈ ｸ ﾚ - ﾝ 付 台 船 t吊
または 運転 〃 － 1 運6Ｈ／就8Ｈ

潜 水 士 船 〃 Ｄ180PS型 3～5t吊 〃 就業8Ｈ 起 重 機 船 非航旋回 鋼Ｄ t吊

普 通 作 業 員 人 引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 － 1 運2Ｈ／就8Ｈ

雑 材 料 ％ 潜 水 士 船 〃 Ｄ270PS型 3～5t吊 〃 就業8Ｈ

と び 工 人

普 通 作 業 員 〃

雑 材 料
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章
直接工事費の施工歩掛 ３－６張りブロック運搬据付 ３－６ 張りブロック運搬据付
4節 本体工 ３－６－１ 張りブロック据付（１スイング） 張りブロック据付（１
4.2 ブロック式 ３－６－１－１ 代価表作成手順 スイング）の追加
参考資料－３
P3-4.2-(8) ・施工場所 → 施 工 区 分 の 選 定 →①施工区分

(陸上、海上施工)

„

・張りブロック質量
①施工区分 → ク レ ー ン の 決 定 →②クレーン類の種類・規格
・現場条件 ③(標準)運転時間

„

②起重機船等の船種・規格→ 引 船 規 格 の 決 定 →④引船の規格

„

①施工区分 ⑤能力係数(据付)
・張りブロック質量 → 作業種類能力係数(E１)
・ウインチ移動の有無 能 力 係 数 の 選 定 → ブロック種類能力係数(E２)

施工区分能力係数(E３)
ブロック質量能力係数(E４)
ｳｲﾝﾁ移動能力係数(E５)

„

⑤能力係数(据付) → １個当り据付時間算定 →⑥１個当り据付時間(Cm１)

„

⑥１個当り据付時間(Cm１)
③クレーン類の → 据 付 個 数 の 算 定 →⑦１日当り施工量(Ｎ)

(標準)運転時間

„

・水中、陸上工事区分 → 労 務 編 成 の 選 択 →⑧労務編成

„

⑦１日当り施工量(Ｎ)
①施工区分 → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック据付
②クレーン類の種類･規格 １日( 個)当り代価表
④引船の規格
⑧労務編成
・供用係数

３－６－１－２ 施工歩掛

１）作業能力

(1) 据付能力算定式

60
Ｎ＝ ×Ｔ （小数１位四捨五入）

Cm１

Ｎ ：１日当り施工量(個／日)
Cm１：１個当り据付時間(分／個)
Ｔ ：陸上クレーン標準運転時間(h／日)または起重機船等の運転時間(6h／日)

Cm１ ＝ bｉ×E１×E２×E３×E４×E５ (小数２位四捨五入)

bｉ ：標準作業時間(8.5分)

E１ ：作業種類能力係数
E２ ：ブロック種類能力係数

E３ ：施工区分能力係数

E４ ：ブロック質量能力係数

E５ ：ウインチ移動能力係数

係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要

E１ 張りブロック据付 4.00 4.5t以下 0.50

E２ 張 り ブ ロ ッ ク 1.10 E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.65

施 工 陸 上 0.90 7.5～ 12.5t 〃 0.70
E３

区 分 海 上 1.00

ｳ ｲ ﾝ ﾁ な し 1.00
E５

移 動 あ り 1.25

注）ウインチによる移動距離は、概ね50ｍまでとする。なお、50ｍを超える場合は、
「本節 ３－６－４ 張りブロック運搬据付(海上一連方式)」を適用する。
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章
直接工事費の施工歩掛 ２）労務編成 張りブロック据付（１
4節 本体工 （単位：人または日） スイング）の追加
4.2 ブロック式
参考資料－３ 玉掛・玉外のどちら 玉掛・玉外のどちら 玉掛・玉外のどちら名 称
P3-4.2-(9) も陸上(水上)の場合 か水中の場合 も水中の場合

と び 工 1 1 －

普通作業員 3 2 －

潜 水 士 船 － 1 2

３）代価表

(1) 張りブロック据付（１スイング） １日（ 個）当り

数 量
名 称 形 状 寸 法 単位 摘 要

陸 上 海 上

ラフテレーンクレーン
または (油) t吊 日 1 － 標準運転時間
ク ロ ー ラ ク レ ー ン

ｸ ﾚ - ﾝ 付 台 船 t吊
または 運転 〃 － 1 運6Ｈ／就8Ｈ
起 重 機 船 非航旋回 鋼Ｄ t吊

引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 － 1 運2Ｈ／就8Ｈ

潜 水 士 船 〃 Ｄ270PS型 3～5t吊 〃 就業8Ｈ

と び 工 人

普 通 作 業 員 〃

雑 材 料

３－６－１ 張りブロック横持ち ３－６－２ 張りブロック横持ち 番号繰り下げ
３－６－１－１ 代価表作成手順 ３－６－２－１ 代価表作成手順

字句追加
・張りブロック質量 → ク レ ー ン の 決 定 →①クレーンの規格 ・張りブロック質量 → ク レ ー ン の 決 定 →①クレーンの機種・規格
・現場条件 ②クレーン標準運転時間 ・現場条件 ②クレーン標準運転時間

„ „

③能力係数(仮置) ③能力係数(仮置)
作業種類能力係数(E１) 作業種類能力係数(E１)

・張りブロック質量 → 能 力 係 数 の 選 定 → ブロック種類能力係数(E２) ・張りブロック質量 → 能 力 係 数 の 選 定 → ブロック種類能力係数(E２)
施工区分能力係数(E３) 施工区分能力係数(E３)
ブロック質量能力係数(E４) ブロック質量能力係数(E４)
横持ち能力係数(E５) 横持ち能力係数(E５)

„ „

③能力係数(仮置) → １個当り仮置時間の算定 →④１個当り仮置時間(Cm１) ③能力係数(仮置) → １個当り仮置時間の算定 →④１個当り仮置時間(Cm１)

„ „

④1個当り仮置時間(Cm１) → 仮 置 個 数 の 算 定 →⑤１日当り施工量(Ｎ) ④1個当り仮置時間(Cm１) → 仮 置 個 数 の 算 定 →⑤１日当り施工量(Ｎ)
②クレーン標準運転時間 ②クレーン標準運転時間

„ „

⑤１日当り施工量(Ｎ) → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック横持ち ⑤１日当り施工量(Ｎ) → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック横持ち
①クレーンの規格 １日( 個)当り代価表 ①クレーンの機種・規格 １日( 個)当り代価表
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章

直接工事費の施工歩掛 ３－６－１－２ 施工歩掛 ３－６－２－２ 施工歩掛 番号の繰り下げ

4節 本体工 １）作業能力 １）作業能力

4.2 ブロック式 (1) 横持ち能力算定式 (1) 横持ち能力算定式

参考資料－３ 60 60

P3-4.2-(9) Ｎ＝ ×Ｔ （小数１位四捨五入） Ｎ＝ ×Ｔ （小数１位四捨五入）

Cm１ Cm１

Ｎ ：１日当り施工量(個／日) Ｎ ：１日当り施工量(個／日)

Cm１：１個当り仮置時間(分／個) Cm１：１個当り仮置時間(分／個)

Ｔ ：クレーン標準運転時間(h／日) Ｔ ：クレーン標準運転時間(h／日)

Cm１＝ bｉ×E１×E２×E３×E４×E５ (小数２位四捨五入) Cm１＝ bｉ×E１×E２×E３×E４×E５ (小数２位四捨五入) 標準作業時間の改定

bｉ：標準作業時間(10分) bｉ：標準作業時間(8.5分)

E１：作業種類能力係数 E１：作業種類能力係数

E２：ブロック種類能力係数 E２：ブロック種類能力係数

E３：施工区分能力係数 E３：施工区分能力係数

E４：ブロック質量能力係数 E４：ブロック質量能力係数

E５：横持ち能力係数 E５：横持ち能力係数

第3章
直接工事費の施工歩掛 能力係数の改定
4節 本体工 係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要
4.2 ブロック式
参考資料－３ E１ 仮 置 0.90 4.5t以下 0.40 E１ 仮 置 0.90 4.5t以下 0.50
P3-4.2-(10)

E２ 張りブロック 1.10 E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.55 E２ 張りブロック 1.10 E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.65

E３ 施 工 区 分 陸上 0.90 7.5～ 12.5t 〃 0.65 E３ 施 工 区 分 陸上 0.90 7.5～ 12.5t 〃 0.70

E５ 横持能力係数 2.00 E５ 横持能力係数 1.60

２）代価表 ２）代価表
(1) 張りブロック横持ち １日（ 個）当り (1) 張りブロック横持ち １日（ 個）当り

名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要 クレーン類の機種追加
とび工の追加

ラフテレーンクレーン (油) t吊 日 1 標準運転時間 ラフテレーンクレーン
または (油) t吊 日 1 標準運転時間

普 通 作 業 員 人 3 クローラクレーン

雑 材 料 ％ と び 工 人 1

普 通 作 業 員 〃 3

雑 材 料
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章
直接工事費の施工歩掛 ３－６－２ 張りブロック運搬据付（陸上連携方式） ３－６－３ 張りブロック運搬据付(陸上連携方式) 番号の繰り下げ
4節 本体工 ３－６－２－１ 代価表作成手順 ３－６－３－１ 代価表作成手順
4.2 ブロック式 字句変更
参考資料－３ ・現場条件 → ク レ ー ン の 決 定 →①クレーン機種及び規格
P3-4.2-(10) ・ブロック質量 ②クレーン標準運転時間 ・張りブロック質量 → ク レ ー ン の 決 定 →①クレーンの機種・規格

・現場条件 ②クレーン標準運転時間
③能力係数（据付・仮置）
④能力係数（積込） „

・作業種類 → 能 力 係 数 の 選 定 → 作業種類能力係数（Ｅ1）
・張りブロック質量 ﾌﾞﾛｯｸ種類能力係数（Ｅ2）

施工区分能力係数（Ｅ3） ③能力係数(据付・仮置)
ﾌﾞﾛｯｸ質量能力係数（Ｅ4） ・作業種類 ④能力係数(積込)

・張りブロック質量 → 能 力 係 数 の 選 定 作業種類能力係数(E１)
③能力係数（据付・仮置） → １ 個 当 り 据 付 ・ 仮 置 →⑤１個当り据付・仮置時間（Ｃm1） → ブロック種類能力係数(E２)

時 間 の 算 定 施工区分能力係数(E３)
ブロック質量能力係数(E４)

⑤据付・仮置時間（Ｃm1） → 据付・仮置個数の算定 →⑥１日当り施工量（Ｎ） „
②クレーン標準運転時間

③能力係数(据付・仮置) → １ 個 当 り据 付 ・ 仮置 →⑤１個当り据付・仮置時間(Cm１)
・張りブロック質量 → 運 搬 車 両 の 選 定 →⑦運搬車量機種及び規格 時間の算定

⑧運搬車量標準運転時間
„

・張りブロック質量及び形状 → 積 載 個 数 の 算 定 →⑨積載個数（ｎ0）
⑦運搬車量機種及び規格 ⑤据付・仮置時間(Cm１) → 据付・仮置個数の算定 →⑥１日当り施工量(Ｎ)

②クレーン標準運転時間
④能力係数（積込） → １個当り積込時間の算定 →⑩１個当り積込時間（Ｃm2）

„

⑥１日当り施工数量（Ｎ）
⑨積載個数（ｎ0） ・張りブロック質量 → 運 搬 車 両 の 選 定 →⑦運搬車両の機種・規格
⑤据付・仮置時間（Ｃm1） → 運搬車両所要台数の算定 →⑪運搬車両所要台数（ｎ） ⑧運搬車両標準運転時間
⑩積込時間（Ｃm2）
・往復平均運搬距離（ｄ） „
⑧運搬車両標準運転時間

・水中、陸上工事区分 → 労 務 編 成 の 選 択 →⑫労務編成 ・張りブロック質量・形状→ 積 載 個 数 の 算 定 →⑨積載個数(ｎ０)
・張りブロック質量 ⑦運搬車両の機種・規格

⑥１日当り施工数量（Ｎ） „
①クレーン機種及び規格
⑦運搬車両機種及び規格 → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック運搬据付・仮置 ④能力係数(積込) → １個当り積込時間算定 →⑩１個当り積込時間(Cm２)
⑪運搬車両所要台数（ｎ） （陸上連携方式）
⑫労務編成 １日（ 個）当り代価表 „
・供用係数

⑥１日当り施工量(Ｎ)
⑨積載個数(ｎ０) → 運 搬 車 両 所 要 台 数 →⑪運搬車両所要台数(ｎ)
⑤据付・仮置時間(Cm１) の算定
⑩積込時間(Cm２)
・往復平均運搬距離(ｄ)
⑧運搬車両標準運転時間

„

第3章 „
直接工事費の施工歩掛
4節 本体工 ・水中、陸上工事区分 → 労 務 編 成 の 選 択 →⑫労務編成
4.2 ブロック式
参考資料－３
P3-4.2-(11) „

⑥１日当り施工量(Ｎ)

①クレーンの機種・規格 → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック運搬据付・仮置
⑦運搬車両の機種・規格 (陸上連携方式)
⑪運搬車両所要台数(ｎ) １日( 個)当り代価表
⑫労務編成
・供用係数
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章
直接工事費の施工歩掛 ３－６－２－２ 施工歩掛（陸上連携方式） ３－６－３－２ 施工歩掛 番号の繰り下げ
4節 本体工 １）作業能力 １）作業能力
4.2 ブロック式 （１）据付・仮置能力算定方式 (1) 据付・仮置能力算定式
参考資料－３ 60 60
P3-4.2-(11) Ｎ＝ ×Ｔ1 （小数１位四捨五入） Ｎ＝ ×Ｔ１ （小数１位四捨五入）

Ｃm1 Cm１

Ｎ ：１日当り施工量（個／日） Ｎ ：１日当り施工量 (個／日)
Ｔ１ ：クレーン標準運転時間（ｈ／日） Ｔ１ ：クレーン標準運転時間(h／日)
Ｃm１：１個当り据付・仮置時間（分／個） Cm１ ：１個当り据付・仮置時間(分／個) 標準作業時間、能力係

Ｃm１＝ｂｉ×Ｅ１×Ｅ２×Ｅ３×Ｅ４ （小数２位四捨五入） Cm１＝ bｉ×E１×E２×E３×E４ （小数２位四捨五入） 数の改定
ｂｉ：標準作業時間（12分） bｉ：標準作業時間(8.5分)
Ｅ１：作業種類能力係数 E１：作業種類能力係数
Ｅ２：ブロック種類能力係数 E２：ブロック種類能力係数
Ｅ３：施工区分能力係数 E３：施工区分能力係数
Ｅ４：ブロック質量能力係数 E４：ブロック質量能力係数

係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要

E１ 積 込 ・ 仮 置 0.90 積 込 4.5t以下 0.50
0.90

陸 上 据 付 1.20 E１ 仮 置 E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.65

E２ 船揚場張りﾌﾞﾛｯｸ 1.10 張りブロック据付 4.00 7.5～ 12.5t 〃 0.70

E３ 施 工 区 分 陸上 0.90 E２ 張 り ブ ロ ッ ク 1.10

E３ 施 工 区 分 陸 上 0.90
能力係数

係 数 区 分 摘 要
積込・仮置 据 付 (2) 運搬車両のブロック積載個数(ｎ０)

トレーラまたはトラックへの積載個数は、積載質量、積込スペースおよび張りブロック形状等を考慮し、
4.5t以下 0.40 1.00 決定する。

E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.55 1.15 (3) 運搬車両台数の算定
Ｎ Cm１＋Cm２ 2×ｄ

7.5～ 12.5t 〃 0.65 1.25 × ｎ０× ＋
ｎ０ 60 ｖ

ｎ＝ （小数１位切上げ）
（２）運搬車両の張りブロック積載個数（ｎ０） Ｔ２

トレーラ又はトラックへの積載個数は、積載質量、積込スペース及び張りブロック形状等を考慮し ｎ ：１日当り運搬車両台数(台／日)
決定する。 Ｎ ：１日当り施工量(個／日)

ｎ０ ：運搬車両１台のブロック積載個数(個)
（３）運搬車両台数の算定 Cm１ ：１個当り据付・仮置時間(分／個)

Ｎ Ｃm1＋Ｃm2 2×ｄ Cm１ ＝bｉ×E１×E２×E３×E４ (小数２位四捨五入)
× ｎ０× ＋ Cm２ ：１個当り積込時間(分／個)

ｎ０ 60 ｖ Cm２ ＝bｉ×E１×E２×E３×E４ (小数２位四捨五入)
ｎ＝ （小数１位切上げ） ｄ ：往復平均運搬距離(km)

Ｔ2 ｖ ：往復平均運搬速度(12km／h)
ｎ ：１日当り運搬車両台数（台／日） Ｔ２ ：運搬車両標準運転時間(h／日)
Ｎ ：１日当り施工量（個／日）
ｎ０ ：運搬車両１台の張りブロック積載個数（個） ２）労務編成
Ｃm１：１個当り据付・仮置時間（分／個） （単位：人または日）

Ｃm１＝ｂｉ×Ｅ１×Ｅ2×Ｅ3×Ｅ4 （小数２位四捨五入） 労務構成、人数の改定
ｂｉ ：標準作業時間（12分） 玉掛・玉外のどちらも 玉掛・玉外のどちらか
Ｃm２：１個当り積込時間（分／個） 名 称 摘 要

Ｃm２＝ｂｉ×Ｅ１×Ｅ2×Ｅ３×Ｅ４ （小数２位四捨五入） 陸上（水上）の場合 水中の場合
ｂｉ ：標準作業時間（10分）
ｄ ：往復平均運搬距離（km） と び 工 2 2
ｖ ：往復平均運搬速度（12km／ｈ）
Ｔ２ ：運搬車両標準運転時間（ｈ／日） 普通作業員 3 3

２）労務編成 潜 水 士 船 － 1
（単位：人または日）

船揚場張りブロック

名 称 玉 掛 ･ 玉 外 の ど ち ら も 玉掛･玉外のどちらかが 摘 要

陸 上 ( 水 上 ) の 場 合 水 中 の 場 合

普通作業員 4 4

潜 水 士 船 － 1
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章

直接工事費の施工歩掛 ３）代 価 表 ３）代価表

4節 本体工 (1) 張りブロック運搬据付・仮置（陸上連携方式） １日（ 個）当り (1) 張りブロック運搬据付・仮置(陸上連携方式) １日（ 個）当り
4.2 ブロック式
参考資料－３ 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要 クレーン類の機種追加
P3-4.2-(12)

ラフテレーンクレーン 日 1 据付・仮置用 標準運転時間 ラフテレーンクレーン 据付・仮置用 とび工の追加
または (油) t吊 日 1

ラフテレーンクレーン 〃 1 積込用 標準運転時間 クローラクレーン 標準運転時間 潜水士船規格の改定

トレーラ又はトラック 〃 標準運転時間 ラフテレーンクレーン 積込用
または (油) t吊 〃 1

潜水士船運転 Ｄ180PS型 3～5t吊 〃 就業８Ｈ クローラクレーン 標準運転時間

普通作業員 人 ト ラ ッ ク
または t積 〃 標準運転時間

雑材料 ％ ト レ ー ラ

潜 水 士 船 運転 Ｄ270PS型 3～5t吊 〃 就業8Ｈ

と び 工 人

普 通 作 業 員 〃

雑 材 料

３－６－３ 張りブロック運搬据付（海上一連方式） ３－６－４ 張りブロック運搬据付(海上一連方式) 番号の繰り下げ
３－６－３－１ 代価表作成手順 ３－６－４－１ 代価表作成手順

字句変更
・現場条件 ・張りブロック質量
・張りブロック質量 → クレーン付台船の決定 →①クレーン付台船船種及び規格 ・現場条件 → 起 重 機 船 等 の 決 定 →①起重機船等船種・規格
・クレーン付台船の在港状況 ・起重機船等在港状況

„

①クレーン付台船船種 引 船 規 格 の 決 定 →②引船規格 ①起重機船等船種・規格 → 引 船 規 格 の 決 定 →②引船の規格
及び規格 →

„

・張りブロック質量及び形状 → 積 込 個 数 の 算 定 →③最大積込個数（Ｎ） ・張りブロック質量、形状
①クレーン付台船船種及び規格 ①起重機船等船種・規格 → 積 込 個 数 の 算 定 →③最大積込個数(Ｎ)

④能力係数（据付・仮置） „
⑤能力係数（積込） ④能力係数(据付・仮置)

・作業種類 → 能 力 係 数 の 選 定 → 作業種類能力係数（Ｅ1） ・作業種類 ⑤能力係数(積込)
・張りブロック質量 ﾌﾞﾛｯｸ種類能力係数（Ｅ2） ・張りブロック質量 → 能 力 係 数 の 選 定 → 作業種類能力係数(E１)

施工区分能力係数（Ｅ3） ブロック種類能力係数(E２)
ﾌﾞﾛｯｸ質量能力係数（Ｅ4） 施工区分能力係数(E３)

ブロック質量能力係数(E４)
⑤能力係数（積込） → １個当り積込時間の算定 →⑥１個当り積込時間（Ｃm1） „

⑤能力係数(積込) → １ 個 当 り 積 込 時 間 →⑥１個当り積込時間(Cm１)
④能力係数（据付・仮置） → １ 個 当 り 据 付 ・ 仮 置 →⑦１個当り据付・仮置時間（Ｃm2） の算定

時間の算定
„

⑥積込時間（Ｃm1） ④能力係数(据付・仮置) → １ 個 当 り据 付 ・ 仮置 →⑦１個当り据付・仮置時間(Cm２)
⑦据付・仮置時間（Ｃm2） → １日当り航海数の算定 →⑧１日当り航海数（ｎ） 時間の算定
・往復平均えい航距離（ｄ）
・往復平均えい航速度（ｖ） „

⑥積込時間(Cm１)
③最大積込個数（Ｎ） → １日当り施工量の算定 →⑨１日当り施工量（Ｎx） ⑦据付・仮置時間(Cm２)
⑧１日当り航海数（ｎ） ・往復平均えい航距離(ｄ)→ １日当り航海数の算定 →⑧１日当り航海数(ｎ)

・往復平均えい航速度(ｖ)

⑥積込時間（Ｃm1） クレーン付台船運転時間 „
⑦据付・仮置時間（Ｃm2） →

の算定
→⑩クレーン付台船運転時間 ③最大積込個数(Ｎ)

⑨１日当り施工数量（Ｎx） ⑧１日当り航海数(ｎ) → １日当り施工量の算定 →⑨１日当り施工量(Ｎｘ)

„
⑧１日当り航海数（ｎ） ⑥積込時間(Cm１)
・往復平均えい航距離（ｄ） → 引 船 運 転 時 間 の 算 定 →⑪引船運転時間 ⑦据付・仮置時間(Cm２) → 起重機船等運転時間 →⑩起重機船等運転時間
・往復平均えい航速度（ｖ） ⑨１日当り施工量(Ｎｘ) の算定

„
・水中、陸上の工事区分 → 労 務 編 成 の 選 択 →⑬労務編成 ⑧１日当り航海数(ｎ)

・往復平均えい航距離(ｄ)→ 引 船 運 転時 間 の 算定 →⑪引船運転時間
・往復平均えい航速度(ｖ)

⑨１日当り施工数量（Ｎx） „
①クレーン付台船船種及び規格
②クレーン付台船運転時間 → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック運搬据付・仮置 ・水中､陸上工事区分 → 労 務 編 成 の 選 択 →⑫労務編成
②引船規格 （海上一連方式）
⑪引船運転時間 １日（ 個）当り代価表 „
⑬労務編成・供用係数 ⑨１日当り施工量(Ｎｘ)

①起重機船等船種・規格
⑩起重機船等運転時間 → 代 価 表 の 作 成 →・張りブロック運搬据付・仮置
②引船の規格 (海上一連方式)
⑪引船運転時間 １日( 個)当り代価表
⑫労務編成
・供用係数
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章
直接工事費の施工歩掛 ３－６－３－２ 施工歩掛（海上一連方式） ３－６－４－２ 施工歩掛 番号の繰り下げ
4節 本体工 １）作業能力 １）作業能力
4.2 ブロック式 （１）据付・仮置能力算定方式 (1) 据付・仮置能力算定式
参考資料－３ Ｎx＝Ｎ×ｎ （小数１位四捨五入） Ｎｘ ＝ Ｎ × ｎ (小数１位四捨五入)
P3-4.2-(13) Ｎx：１日当り施工量（個／日） Ｎｘ：１日当り施工量(個／日)

Ｎ ：クレーン付台船の最大積込個数（個） Ｎ ：起重機船等の最大積込個数(個)
ｎ ：１日当り航海数（回／日） ｎ ：１日当り航海数(回／日)

（２）クレーン付台船の最大積込個数 (2) 起重機船等の最大積込個数
クレーン付台船への最大積込個数は、下記のいずれか小さい個数を採用する。 起重機船等への最大積込個数は、下記のいずれか小さい個数を採用する。

①｛（最大積載質量）÷（張りブロック質量）｝×積載係数（0.8） （小数１位切捨て） ①｛(最大積載質量)÷(張りブロック質量)｝× 積載係数(0.8) (小数１位切捨て)
②｛（積載可能面積）÷（張りブロック占有面積）｝×段数 （小数１位切捨て） ②｛(積載可能面積)÷(張りブロック占有面積)｝×段数 (小数１位切捨て)

（３）１日当り航海数の算定 (3) １日当り航海数の算定
ＴS Ｔs 標準作業時間、能力係

ｎ＝ （小数３位四捨五入） ｎ＝ (小数３位四捨五入) 数の改定
（Ｃm1＋Ｃm2） 2×ｄ (Cm１＋Cm２) 2×ｄ

Ｎ× ＋ ＋ ｔ Ｎ × ＋ ＋ ｔ
60 ｖ 60 ｖ

ｎ ：１日当りの航海数（回／日） ｎ ：１日当りの航海数 (回／日)
Ｔs ：作業船の１日当り施工時間（6ｈ／日） Ｔs：作業船の１日当り施工時間(6h／日)
Ｎ ：クレーン付台船の最大積込個数（個） Ｎ ：起重機船等の最大積込個数(個)
Ｃm１：１個当り海上積込時間（分／個） Cm１：１個当り海上積込時間(分／個)

Ｃm１＝ｂｉ×Ｅ１×Ｅ2×Ｅ3×Ｅ4 （小数２位四捨五入） Cm１＝ bｉ×E１×E２×E３×E４ （小数２位四捨五入）
ｂｉ：標準作業時間（10分） bｉ：標準作業時間(8.5分)
Ｅ１：作業種類能力係数 E１：作業種類能力係数
Ｅ２：ブロック種類能力係数 E２：ブロック種類能力係数
Ｅ３：施工区分能力係数 E３：施工区分能力係数
Ｅ４：ブロック質量能力係数 E４：ブロック質量能力係数

Ｃm２：１個当り据付・仮置時間（分／個） Cm２：１個当り据付・仮置時間(分／個)
Ｃm２＝ｂｉ×Ｅ１×Ｅ2×Ｅ3×Ｅ4 （小数２位四捨五入） Cm２＝ bｉ×E１×E２×E３×E４ （小数２位四捨五入）

ｂｉ：標準作業時間（12分） ｄ ：往復平均えい航距離(km)
ｄ ：往復平均えい航距離（km） ｖ ：往復平均えい航速度(km／h)
ｖ ：往復平均えい航速度（km／ｈ）

船 舶 種 類 えい航速度 摘 要

船 舶 種 類 えい航速度 摘 要 ク レ ー ン 付 台 船
または 5.5km／h

ｸﾚｰﾝ付台船又は起重機船(非航旋回) 5.5 起重機船(非航旋回)

ｔ ：離接舷等の関連時間（0.58h） ｔ ：離接舷等の関連時間(0.58h)

係 数 区 分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘 要 係数区分 能力係数 摘要

積 込 ・ 仮 置 0.90 積 込 4.5t以下 0.50
E１ 0.90

海 上 据 付 1.20 E１ 仮 置 E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.65

E２ 船揚場張りﾌﾞﾛｯｸ 1.10 張りブロック据付 4.00 7.5～ 12.5t 〃 0.70

E３ 施 工 区 分 海上 1.00 E２ 張 り ブ ロ ッ ク 1.10

E３ 施 工 区 分 海 上 1.00
能力係数

係 数 区 分 摘 要 注）往復平均えい航距離は最大15kmとし、これを超えるものについては、別途考慮する。 注意書きの追加
積込・仮置 据 付 なお、往復平均えい航距離は往路と復路の平均片道距離とする。

4.5t以下 0.40 1.00 (4) 作業船等の運転時間
①クレーン付台船および起重機船(非航旋回)

E４ 4.5～ 7.5t 〃 0.55 1.15
(Cm１＋Cm２)

Ｔ ＝ Ｎｘ× （小数１位切上げ、偶数止め）
7.5～ 12.5t 〃 0.65 1.25 60

②引 船

2×ｄ
（４）作業船等の運転時間 Ｔ ＝ ｎ×（ ＋ ｔ ） （小数１位切上げ、偶数止め）

① クレーン付台船 ｖ

（Ｃm1＋Ｃm2）
Ｔ＝Ｎx × （小数１位切上げ，偶数止め）

60
② 引 船

2×ｄ
Ｔ＝ｎ×（ ＋ ｔ） （小数１位切上げ，偶数止め）

ｖ
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令和５年度 漁港漁場関係工事積算基準 新旧対比表

掲 載 頁 現行（令和４年度） 改定（令和５年度） コメント

第3章
直接工事費の施工歩掛 ２）労務編成 ２）労務編成
4節 本体工 （単位：人または日） （単位：人または日）
4.2 ブロック式 労務構成、人数の改定
参考資料－３ 船 揚 場 張 り ブ ロ ッ ク 玉掛・玉外のどちらも 玉掛・玉外のどちらか 玉掛・玉外のどちらも
P3-4.2-(14) 名 称

名 称 玉掛・玉外のどちらも 玉掛・玉外のどちらかが 玉掛・玉外のどちらも 摘 要 陸上（水上）の場合 水中の場合 水中の場合

陸上（水上）の場合 水中の場合 水中の場合 と び 工 2 1 1

普通作業員 4 3 3 普通作業員 2 2 2

潜 水 士 船 － 0.8 0.8 潜 水 士 船 － 0.8 0.8

３）代価表 ３）代価表
(1) 張りブロック運搬据付・仮置(海上一連方式) １日（ 個）当り (1) 張りブロック運搬据付・仮置(海上一連方式) １日（ 個）当り

クレーン類の機種追加

名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要 名 称 形 状 寸 法 単位 数 量 摘 要 とび工の追加

潜水士船規格の改定
クレーン付台船 運転 t吊 日 1 運:作業能力／就8Ｈ クレーン付台船 t吊

または 運転 日 1 運:作業能力／就8Ｈ
引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 1 〃 起 重 機 船 非航旋回 鋼D t吊

潜 水 士 船 〃 Ｄ180PS型 3～5t吊 〃 就業８Ｈ 引 船 〃 鋼Ｄ PS型 〃 1 〃

普 通 作 業 員 人 潜 水 士 船 〃 Ｄ270PS型 3～5t吊 〃 就業8Ｈ

雑 材 料 ％ と び 工 人

普 通 作 業 員 〃

雑 材 料

単-55 建設機械損料改定によ
９２．ハンマドリル ９３．ハンマドリル る

ハンマドリル（38mm） 運転１日当り ハンマドリル（38mm） 運転１日当り

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要 名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

損 料 運 転 日 1 損 料 運 転 日 1

〃 供 用 〃 1.55 〃 供 用 〃 1.56

単-57
建設機械損料改定によ

９７．空気圧縮機（滑り材工） ９８．空気圧縮機（滑り材工） る

空気圧縮機（排出ガス対策型） 運転１日当り（陸上） 空気圧縮機（排出ガス対策型） 運転１日当り（陸上）

数 量 数 量

名 称 形状寸法 単位 可搬式，スクリュー，エンジン掛 摘 要 名 称 形状寸法 単位 可搬式，スクリュー，エンジン掛 摘 要

2.5â/min 19kW 2.5â/min 19kW

主 燃 料 軽 油 ç 22 主 燃 料 軽 油 ç 22

賃 料 日 1.75 賃 料 日 1.56

注）賃料は物価資料による。 注）賃料は物価資料による。


